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Ⅰ 山元町の復興CMについて

１ 山元町の震災復興計画 ２ 復興推進にCM事業導入

【復興CM業務の概要】
▽新市街地整備基本計画の策定のほか、設計業務監理・監
督補助、工期の最短化やコスト縮減など施工業者調整、
工事、設計の発注や調達に関する支援などを行う。

▽業務委託事業者：(株)オオバ

【復興事業の概要】
▽震災復興計画に基づく「新山下駅周辺地区」「新坂元駅
周辺地区」「宮城病院周辺地区」の３つの新市街地整備

▽平成25年度から造成を実施し、平成26年度からの宅地分譲
及び災害公営住宅の入居開始を行い、平成27年度中に、被
災者全員の供給完了を目指す

新山下駅
周辺地区

新山下駅と役場を結ぶエリア
商業や教育機能も充実した市街地
【津波復興拠点整備事業】
【防災集団移転促進事業】
【災害公営住宅整備事業】

新坂元駅
周辺地区

坂元集落と新坂元駅が連携したエリア
【津波復興拠点整備事業】
【防災集団移転促進事業】
【災害公営住宅整備事業】

宮城病院
周辺地区

宮城病院を核として医療・福祉関連施設の集積
を高めるエリア
【防災集団移転促進事業】
【災害公営住宅整備事業】

【復興CM業務の目的】
▽民間企業のノウハウや専門知識を有した人材を適材適所
に配置し多くの業務を円滑に進める

新山下駅
周辺地区①

宮城病院
周辺地区③

新坂元駅
周辺地区②

①

②

③
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導入事業 各事業の内容 事業導入の目的など

山元町新市街地
整備CM業務委託
【ピュア型CM】
（受託(株)オオバ）
工期
H25.1.31～H29.3.31

①新市街地整備基本計画
②地権者及び地元組織等との意向調整と街区形成への反映
③商業者意見集約、誘致活動、選定方法との検討及び公募の実施補助
④設計業務監理・監督補助及び設計者間調整
⑤都市計画街路設計
⑥測量業務
⑦用地買収、補償業務補助
⑧工期の最適化やコスト縮減等施工の前段階に関する検討、施工業者調整
⑨工事・設計の発注や調達に関する支援
⑩工事施工会社の行った施工に関する監督補助
⑪宅地供給及び造成時期の調整、供給計画の策定・実施

CMの導入により民間企業のノウハウや
専門知識を有した人材を適材適所に配
置し多くの業務を円滑に進めるととも
に、山元町震災復興計画に基づき３つ
の新市街地を造成し、津波などの災害
に強く、かつ利便性の高い新市街地を
整備して、持続可能なにぎわいのある
コンパクトなまちづくりを行うことを
目的とする。

新山下駅周辺地区市
街地整備工事他
【設計・施工一括方式】

（フジタ・大豊・
橋本店JV）

工期
H25.6.19～H28.5.31

造成面積34.7ha
土工事（切土3万㎥、盛土66万㎥、購入土100万㎥、サンドマット29万㎥）
災害公営住宅本体建築工事296戸
軟弱地盤改良 擁壁 舗装（車道・歩道） 橋梁（延長200m） 雨水排水
汚水排水 給水（消火栓20基、防火水槽4基、貯水槽1基含む） 調整池の
各工事
宅地造成や災害公営住宅建築（281戸：契約当初）、上水道などの設計の
ほか、JRとの協議や景観検討、地質調査など

【目的】
復興事業の工期の短縮を図る

【内容】

設計・施工一括方式を採用し、盛土造
成工事が完了し次第、その一部から防
災集団移転宅地の供給と災害公営住宅
の一部入居を展開

【実施状況】

新山下駅周辺地区
・第1期災害公営住宅（県受託）
H24.12～H25.6 25棟50戸完成
宮城県内初入居

・第2期災害公営住宅（県受託）
H25.6～H26.3 25棟25戸完成

・第3期災害公営住宅
H26.1～H28.3 171棟271戸完成

新坂元駅周辺地区

・災害公営住宅
H26.9～H27.10 39棟56戸完成

※宮城県復興住宅整備室調べ

新坂元駅周辺地区
市街地整備工事他
【設計・施工一括方式】

（鴻池組・上の組
JV）

工期
H25.6.19～H28.10.31

造成面積9.1ha
土工事（切土5千㎥、盛土13.2万㎥、購入土17.2万㎥、ｻﾝﾄﾞﾏｯﾄ6.5万㎥）
災害公営住宅本体建築工事53戸
軟弱地盤改良 擁壁 舗装（車道・歩道） 雨水排水 汚水排水 給水
（消火栓7基、防火水槽1基、貯水槽1基含む）、調整池の各工事
宅地造成や災害公営住宅建築（53戸：契約当初）、上水道などの設計のほ
か、景観検討、地質調査など

宮城病院周辺地区
市街地整備工事他
【設計・施工一括方式】

（フジタ・橋本店
JV）

工期
H27.4.24～H29.3.31

造成面積8.8ha
土工事（切土15.9万㎥、盛土3.7万㎥、残土処理15.8万㎥）
災害公営住宅本体建築工事68戸
擁壁 舗装（車道・歩道） 雨水排水 汚水排水 給水 調整池 国道6
号改良の各工事
宅地造成や災害公営住宅建築（68戸：契約当初）、上水道などの設計のほ
か、景観検討、地質調査など

４ 復興事業のしくみ（新山下地区・新坂元地区・宮城病院周辺地区） 3



５ 復興事業の進捗状況（新山下地区・新坂元地区・宮城病院周辺地区）

新山下駅周辺地区
2016.11.20撮影

新坂元駅周辺地区
2016.11.20撮影

宮城病院周辺地区
2016.11.20撮影

施工前2013.6.1撮影 施工前2013.6.1撮影 施工前2013.6.1撮影

出典
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６ 新市街地のまちびらき
（平成28年10月23日（日））

７ JR常磐線（宮城県浜吉田駅～福島県相馬駅）が開通
（平成28年12月10日（土））
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■つばめの杜地区、新坂元地区において
開催されたまちびらき（5,000人参加）

山元町ホームページより引用
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１ 復興CMのタイプ（アットリスク型、ピュア型

・宮城県女川町（URによる復興CM）はアットリスク型
・宮城県山元町の場合はピュア型
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報告・提案
指示・承認

報告・指示
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契約

準委任契約 発注者（行政）

ＣＭＲ
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ピュア型ＣＭイメージ アットリスク型ＣＭイメージ

Ⅱ 東日本大震災復興CMのパターン
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１-1  ピュア型CM

■山元町ピュア型CMの場合
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①自治体独自に行うピュア型ＣＭ方式

山元町（事業主体）

ＣＭＲの選定、監督

〈 宮城県内における発注済地区：契約者決定 〉
○山元町
（新山下駅周辺地区、新坂元駅周辺地区、宮城病院周辺地区）

ピュア型ＣＭ（委託業務型）
実施設計、設計監理、施工管理、事業間調整

地元対応、行政支援等全般にわたりマネジメント・発注者支援を実施

総合評価による業者選定 プロポーザルによる業者選定

設計施工一体型（デザインビルド）：請負型
造成設計、造成工事、災害公営住宅設計、建築工事等全てを一括発注してデザインビルドを実施
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（建築工事施工）（災害公営住宅設計）（造成工事施工）（調査・造成設計）

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ａ地区 Ｂ・Ｃ地区



１-2  アットリスク型CM

■女川町アットリスク型CMの場合
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②ＵＲが復興業務の発注者支援を行いアットリスク型ＣＭで発注する方式

女川町（事業主体） 〈 宮城県内における発注済地区：契約者決定 〉
○女川町（中心市街地、離半島部）
○東松島町（野蒜地区）
○気仙沼市（鹿折、南気仙沼地区）
○南三陸町（志津川地区）ＵＲ

事業全般（工事・事業調整・換地・補償）の総合調整

ＣＭＲ（コンストラクションマネージャー）：アットリスク型
工事の施工に係る調整、設計や施工方法の提案、施工に関するマネジメントを実施
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計画・事業委託
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■復興事業（公的防集団地、区画整理）
①業務期間
・集中復興期間のＨ２７年度完成を目指す
（発災から５年以内）

②業務規模
・被災規模に比例して複雑で大規模化

③業務内容（範囲）
・構想、計画、住民対応、行政サポート、設計、
管理（監理）、住民ケア、全事業のマネジメント

④事業認可等手続き
・復興整備計画によりワンストップ化

⑤業務担当者
・プロパーに業務経験者が少ない
・担当者の多くは他都市からの支援組が主

⑥事業費
・復興交付金による全額国庫負担

⑦団地入居者
・被災者（開発前から入居者決定）

■通常事業（公的宅地開発、区画整理）
①業務期間
・宅地開発事業で３年〜５年
・区画整理事業で概ね１０年～

②業務規模
・市街地内の敷地整除の小規模開発化

③業務内容（範囲）
・測量、補償、設計

④事業認可等手続き
・開発地の条件により個別対応

⑤業務担当者
・地元プロパー職員が主
・地元外郭団体

⑥事業費
・社総交付金または単費持ち出し

⑦団地入居者
・未定（ユーザーのみ）

■復興業務と通常業務との最も大きな違い
①業務範囲が多岐に亘り、業務量が膨大（大規模な業務が同時に進行）
②自治体の経験不足、人材不足をカバーするためにマネジメント業務要請が被災地では増加
③開発団地入居者は被災者と決定していること（通常の宅地開発はユーザーのみ設定）

２ 震災復興事業と通常事業の比較
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